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市内米軍施設の現況等について 

 

１ 市内米軍施設の現況            ･･･ 冊子「横浜市と米軍基地」７～３２ページ 

 

土地面積内訳 
施 設 名 所在区 土地面積

国有地 市有地 民有地 

①鶴見貯油施設   （10ページ） 鶴見  １８ha － －  １８ha 

②横浜ノース・ドック（12ページ） 神奈川  ５２ha  ４３ha    ３ha   ６ha 

③根岸住宅地区   （15ページ） 
中 
南 

磯子 
 ４３ha  ２７ha ０.０３ha  １６ha 

④池子住宅地区及び海軍補助施設 

 （横浜市域）   （18ページ） 
金沢  ３７ha  ３６ha ０.００ha  ０.３ha 

⑤深 谷通信所   （22ページ） 泉  ７７ha  ７７ha － － 

⑥上瀬谷通信施設  （25ページ） 
瀬谷 

旭 
２４２ha １１０ha   ２３ha １１０ha 

計 ４７０ha ２９３ha   ２６ha １５１ha 

  ※ このほかに、小柴水域４２ha（28ページ）、横浜ノース・ドック専用水域１１ha（12ページ）

がある。 

  ※ 端数処理の関係から、内訳の和が合計と一致しない場合がある。 

 

 【参考】 

土地面積内訳 
施 設 名 所在区 土地面積

国有地 市有地 民有地 

 旧小柴貯油施設  （29ページ）

（平成17年12月14日返還） 
金沢  ５３ha ５１ha ０.５ha １ha 

 旧富岡倉庫地区  （31ページ） 

（平成21年5月25日返還） 
金沢   ３ha  ３ha － － 

※ 現在は国が返還国有地を管理 
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２ 平成１５～２１年度の主な経過        ･･･ 冊子「横浜市と米軍基地」２～５ページ 

 

（１） 日米協議   

平成１５年 

 ７月18日  日米合同委員会 第２回施設調整部会                （49ページ） 

 ７月22日  国から本市への申し入れ                     （49ページ） 

池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）において８００戸程度の住宅等の建設

がなされれば、上瀬谷通信施設（一部）、深谷通信所、富岡倉庫地区、根岸住宅地

区の返還が可能 

平成１６年 

 ８月４日  「市内米軍施設に係る国からの申し入れに対する声明」       （50ページ） 

①国からの返還提案に加え、池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）の飛び地

及び小柴貯油施設の返還、上瀬谷通信施設の全部返還を実現すること 

②住宅等建設については、緑を可能な限り残し、自然環境の保全に十分配慮すると

ともに、住宅建設戸数のできる限りの削減を行うこと 

 ９月２日  日米合同委員会 第３回施設調整部会                （52ページ） 

①上瀬谷通信施設、深谷通信所、富岡倉庫地区、根岸住宅地区の全部、池子住宅地

区及び海軍補助施設（横浜市域）の飛び地、小柴貯油施設の一部の返還 

②住宅等建設については、改変面積を半分以下に抑制し、自然環境の保全に配慮す

るとともに、戸数を７００戸程度に縮減 

 ９月22日  「市内米軍施設に係る第３回施設調整部会の協議結果に対する本市の考え方について」 

                                       （54ページ） 

 10月18日  日米合同委員会において第３回施設調整部会の協議結果が合意    （55ページ） 

 

（２） 施設返還   

平成１７年 

 10月18日  日米合同委員会において小柴貯油施設の返還等が合意         （57ページ） 

 12月14日  小柴貯油施設の陸地部分全域及び制限水域の一部が返還        （59ページ） 

平成２１年 

 ３月５日  日米合同委員会において横浜ノース・ドックの一部土地等の返還等が合意（60ページ） 

 ３月31日  横浜ノース・ドックの一部土地等が返還               （61ページ） 

 ５月25日  富岡倉庫地区が返還                        （42ページ） 
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（３） 住宅建設対策   

平成１６年 

 10月４日  「横浜市住宅建設対策プロジェクト」を設置            （74ページ） 

平成１７年 

 ３月25日  「横浜市住宅建設対策プロジェクト第一次報告書」を発表 

平成１８年 

 ８月17日  横浜防衛施設局から「池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における米軍家族 

       住宅等の建設について」（基本配置計画案）を受理         （62ページ） 

 ９月21日  金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会から「池子住宅地区及び海軍補助施設 

（横浜市域）における家族住宅等の基本配置計画案について（要望）」を受理 

（64ページ） 

 10月２日  横浜防衛施設局に「池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域における住宅等建設に 

       ついて」を要請                       （65、68ページ） 

平成１９年 

 ６月13日  横浜防衛施設局から「池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における米軍家族 

       住宅等の建設について」（基本構想等）を受理           （66ページ） 

 ７月25日  金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会から「池子住宅地区及び海軍補助施設 

       （横浜市域）における家族住宅等の基本構想ついて（要望）」を受理 （71ページ） 

 ８月16日  横浜防衛施設局に「池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域における住宅等建設に 

       ついて」を要請                         （72ページ） 

 

 【参考】「池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における家族住宅等建設事業の基本構想」

（19年６月受理）で示された「全体工程表」 

表７－１ 全体工程表 

工 種 等 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

基本構想           

基本設計           

設 

計 

等 
実施設計           

環境影響評価           

工 事 等           

   ※ 本表は現時点での概略工程であり、今後、基本設計を通じて精査することとしている。 

   ※ 文化財が出土した場合には、遅れが生じる可能性がある。 
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（４） 跡地利用の取組   

平成１６年 

 10月４日  「横浜市返還施設跡地利用プロジェクト」を設置          （90ページ） 

平成１７年 

 ３月25日  「横浜市返還施設跡地利用プロジェクト第一次報告書」を発表 

 ６月23日  「横浜市返還施設跡地利用構想検討委員会」を設置 

 12月２日  検討委員会から「返還施設の跡地利用に関する提言」を受理 

平成１８年 

 １月16日  「返還施設の跡地利用に関する提言」パンフレットを発行、市民アンケートを実施 

 ６月７日  「米軍施設返還跡地利用指針」を策定               （75ページ） 

全体テーマ 「横浜から始める首都圏の環境再生」 

平成１９年 

 １月11日  「米軍施設返還跡地利用行動計画（案）」を発表、市民アンケートを実施 

 ３月27日  「米軍施設返還跡地利用行動計画」を策定             （77ページ） 

旧小柴貯油施設  都市公園（開港１５０周年の森）としての整備 

上瀬谷通信施設  環状４号線の八王子街道交差箇所の早期整備 

深 谷通信所   開港１５０周年記念国際アイデアコンペの実施 

富岡倉庫地区   市有地との一体活用と産業振興機能導入等 

根岸住宅地区   民間土地所有者の組織づくりを支援 

池子住宅地区及び海軍補助施設の飛び地  周辺住民の福祉増進に資する利用 

 12月13日  金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会から「旧小柴貯油施設の跡地利用につ 

       いて（要望）」を受理                      （80ページ） 

平成２０年 

 ３月31日  「小柴貯油施設跡地利用基本計画」を策定             （82ページ） 

 ５月19日  南関東防衛局から旧小柴貯油施設 土壌汚染調査（資料等調査）の結果について受理 

 12月１日  国有財産関東地方審議会において開港150周年記念植樹用地として関東財務局が本市に国

有地１.５ｈａを管理委託することについて適当である旨の答申     （84ページ） 

平成２１年 

４月15日  深谷通信所提案公募事業（アイデアコンペ）実施を発表 

 ６月９日  南関東防衛局から旧小柴貯油施設 土壌汚染調査（概況調査）の結果について受理 

６月11日  旧小柴貯油施設において「開港150周年の森」植樹祭を開催（第2回 10月17日開催） 

（42ページ） 

12月16日  深谷通信所跡地利用アイデアコンペの入選作品決定について発表 
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平成２２年 

１月30日  深谷通信所跡地利用アイデアコンペ表彰式・シンポジウムを開催      （43ページ） 

３月27日  米軍根岸住宅地区返還とまちづくりの会設立総会 

 

３ 平成２１年度の主な要請状況   

平成２１年 

 ５月19日  「国の制度及び予算に関する提案・要望書」を発表         （35ページ） 

「市内米軍施設の返還と跡地利用の推進等」 

【要望項目】１ 市内米軍施設・区域の早期全面返還を促進すること 

      ２ 跡地利用の具体化に向けた市の取組に協力すること 

      ３ 提供中並びに返還後の市民生活に十分配慮すること 

      ４ 住宅等建設に関する地元要望を最大限尊重すること 

※５月20日 金田副市長が防衛省、財務省等に説明 

          ５月26日 市長が防衛副大臣に手交 

 

７月16日  神奈川県基地関係県市連絡協議会（県市協）として「平成22年度基地問題に関する要 

望書」を国に提出 

 

８月21日  厚木基地騒音対策協議会（厚協）として「恒常的訓練施設の早期選定等について（要

請）」を国に提出 

 

11月９日  厚木基地騒音対策協議会（厚協）として「厚木基地における米空母艦載機の夜間連続

離着陸訓練による航空機騒音の解消等に関する要請書」を国等に提出 

 11月18日  「平成22年度予算・政策に対する要請」                          （36ページ） 

市内米軍施設・区域の返還と跡地利用の推進等に関する要請 

○市内米軍施設・区域の早期全面返還に関する要請 

  １ 返還方針が合意されている市内米軍施設・区域の早期返還を促進すること 

  ２ 瑞穂ふ頭をはじめとした他の施設・区域の返還を促進すること 

  ３ 提供中並びに返還後の市民生活や円滑な跡地利用の実現に十分配慮するこ

と 

○返還財産の跡地利用に関する要請 

  １ 跡地利用の具体化に向けた市の取組に協力すること 

○池子米軍家族住宅等の建設に関する要請 

  １ 自然環境を保全し、施設周辺の生活環境を維持・向上すること 

  ２ 地元をはじめ市民への適時・適切な説明と情報提供を行うこと 

  ３ 道路整備等地域まちづくりへの協力を行うこと 

※市長が防衛大臣に手交 
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４ 平成２２年度（４月以降）の主な経過   

 ４月20日  基地対策特別委員会による政府要望                               （38ページ） 

「基地問題に関する要望書」 

Ⅰ 市内米軍施設の返還と跡地利用に関する要望 

１ 市内米軍施設・区域の早期返還 

２ 米軍施設周辺の生活環境の維持向上 

３ 民有地の所有者への配慮 

４ 跡地の適正管理と実態把握 

５ 返還国有財産の優遇処分 

６ 跡地利用に対する支援 

Ⅱ 米軍機による騒音問題に対する要望 

１ 米空母艦載機移駐の着実な履行 

２ 恒常的な空母艦載機離発着訓練施設の早期選定 

Ⅲ 米軍による環境問題等に関する要望 

  １ 米軍に対する環境関係法令の適用 

  ２ 米軍人等に対する教育等の徹底 

 

４月22日  横浜財務事務所から「旧富岡倉庫地区 土壌汚染調査(概況調査)」の結果について受理 

 ６月４日  「国の制度及び予算に関する提案・要望書」を発表 

「市内米軍施設の返還と跡地利用の推進等」（防衛省） 

１ 市内米軍施設・区域の早期全面返還を促進すること 

 ２ 跡地利用の具体化に向けた市の取組に協力すること 

 ３ 米軍施設周辺の生活環境の維持向上に努めること 

 ４ 池子住宅等建設に関する地元要望を最大限尊重すること 

 

「市民本位の返還国有財産の活用」（財務省） 

１ 市内米軍施設の跡地利用の具体化に向けた市の取組に協力すること 

２ 返還施設の管理面での安全対策を講ずること 

※６月18日 市長が財務副大臣に手交 

 

６月28日  南関東防衛局から「旧小柴貯油施設 土壌汚染調査(詳細調査)」の結果について受理 

５ 平成２２年度 都市経営局運営方針（基地対策課関連 抜粋）   

「市内米軍施設・区域の早期返還の推進」  

・国への制度・予算に関する提案要望（６月、11月） 

「返還施設の跡地利用の推進」 

・旧小柴貯油施設の国有地処分に関する国との協議（通年） 

・旧富岡倉庫地区の跡地利用計画の策定（３月） 

・環状４号線の日米共同使用承認（３月） 

・米軍施設返還跡地利用行動計画の策定（３月） 
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防衛省南関東防衛局長と林市長との面会概要について 
 
 
 本日、防衛省南関東防衛局長が、林市長と面会し、日米合同委員会・第４回施設調整

部会の会議概要について報告をされましたので、その結果をお知らせします。 
 
１ 面会の概要 
 (1) 日  時 平成２２年７月２２日（木）午前９時００分～９時１５分 
 (2) 場  所 市長応接室 
 (3) 面 会 者 深山 延暁 防衛省南関東防衛局長 ほか 

(4) 内  容 日米合同委員会・第４回施設調整部会の会議概要について 
(5) 主な発言 

○林市長 
・平成１６年当時の横浜市の判断が、池子の地元である金沢区も含めて大変に重た

いものであったことを、国として再認識していただきたい。 
・当時、横浜市としては、池子の緑・自然環境の保全や、地域住民の負担軽減の観

点から、住宅建設戸数をできうる限り削減するよう、国に対して強く申し入れ

を行い、結果として８００戸が７００戸となった。 
・この考え方は現在も変わっていない。建設戸数を再検討されるということなら、

国として更なる削減に最大限努力していただきたい。万が一にも戸数の増加な

どは横浜市として受け入れることはできない。 
・平成 16 年の日米合意で約束された米軍施設の返還については、残りの施設が約

束どおり速やかに返還されるようお願いする。 
 
○深山南関東防衛局長 
・６年前の地元の気持ちを踏まえた横浜市の決断については、しっかり受け止めて

おり、我々も強く認識している。この認識を持って米側とも十分協議していく。

・施設の返還について、米側は住宅の建設に併せて返還を進めるという考えがある

ので、今後とも建設に理解をいただき残りの施設の返還に努めていく。 
・地元の方々や地元自治体にも理解をいただきながら進めていきたい。 

 
 




